
健 障 推 第 355 号  

令和７年４月 25 日  

市内障害者施設・事業所等 

運営法人代表者 様 

横浜市健康福祉局障害施策推進課長   

 

令和６年度下半期分横浜市障害福祉施設等物価高騰対策支援事業の実施 

      及び申請について（通知） 

 

 日頃から、横浜市障害福祉行政に御理解、御協力いただき厚く御礼申し上げます。 

さて、横浜市では、原油価格・物価高騰対策の一環として、令和６年６月から令和７年３月を対象

として「横浜市障害福祉施設等物価高騰対策支援事業」を実施します。 

 つきましては、申請要件をご確認のうえ、該当する場合は、期限までに申請書類を御提出ください

ますようお願いいたします。 

 

１ 申請対象 

  以下の項目すべてに該当する事業所 

 (1) 令和７年１月１日時点で本市の指定等を受けており、横浜市内で事業を実施している事業所

のうち令和６年６月１日から令和７年３月 31 日の間にサービス提供実績がある事業所 

 (2) 申請日時点で事業を継続している事業所 

 (3) 令和６年６月１日から令和７年３月 31 日までの間に光熱費・燃料費及び食材費等の利用者

負担の額を引き上げていない事業所、または利用者負担の額を引き上げても物価高騰の影響が

解消されていない事業所 

 

２ 支援金の額 

  要綱別表のとおり 

 

３ 申請期限 

  令和７年６月 13 日（金）必着 

 

４ 提出書類 

 (1) 提出書類チェックリスト 

 (2) 令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付申請書兼実績報告書（様式第１号） 

 (3) 様式第１号別紙【内訳表】 ※グループホームのみ 

 (4) 令和６年度サービス提供分の支払決定額通知書（写し） 

  ※ 障害福祉サービスまたは地域生活支援事業実施事業所のみ 

  ※ 令和６年７月受付分～令和７年４月受付分のいずれか一月分を提出すること。 

 (5) 令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付請求書（様式第６号） 

  ※ 委任状を添付する場合は、印が必要 

 (6) 通帳の写し（銀行名、支店名、口座番号、名義が分かるページのコピー） 



 (7) 委任状 ※ 請求委任や受領委任をする場合のみ 

 

５ 提出方法 

 (1) 提出先 ※ 横浜市が委託した業者での受付けとなります。 

  ア 請求や受領の委任がない場合 

    指定のメールアドレスに送信（shien-kf@sic-kk.co.jp） 

  イ 請求や受領に委任がある場合 

    郵送により提出（直接持込は、受付不可） 

    提出先住所：〒220-0022 横浜市西区花咲町 7-158-2 SIC 横浜ビル 2 階 

          株式会社システム情報センター 横浜市物価高騰対策支援金窓口 あて 

  ※ 書類提出後の差し替え、取下げ等は、メールにて提出先にご連絡ください。 
 

 (2) メールの件名の指定 

  【サービス種別】【サービス名】事業所名 

  ※ サービス種別は、申請書に添付されている別表の「サービス種別」から該当するものを入力。 

  ※ サービス名は、申請書に添付されている別表の「サービス名」から該当するものを入力。 

 

６ 申請から支払いまでの流れ 

 ① 申請書及び請求書等を提出 

    ↓ ※審査（不備があれば、市が委託した業者から連絡あり） 

 ② 交付決定兼確定通知 

    ↓ 

 ③ 支払い（決定通知発行から 30 日程度で指定の口座に振り込み予定） 

 

７ 留意事項 

 (1) 提出書類のデータについて 

   e-mail により申請書類を提出する場合は、申請書及び請求書のデータを PDF に変換せず

Excel ファイルのままご提出ください。PDF に変換されている時は、再提出をお願いする場合

があります。 

 (2) 調査の実施 

   この支援金は、物価高騰による影響分を利用者に転嫁していない事業所、または利用者負担

により解消せず、実際に事業所等が負担している光熱費等の費用が支援金額を上回っているこ

とを前提としています。実施状況について領収書や収支等を調査する場合があります。 

 (3) 不正が確認できた場合の対応 

   申請書は、誓約書も兼ねています。支援金を他の用途に使用した場合や虚偽の申請であるこ

とが判明した場合は、支援金の返還を命じます。 

 (4) 不備連絡への対応について 

   提出書類の不備があった時には、連絡をしますが、複数回連絡しても応じていただけず最終

期限までの再提出等がない場合は、申請の意思がないと判断させていただく場合があります。 



 

 (5) 申請の受付連絡について 

   指定のメールアドレスに申請書を送信していただくと「受付メール」を送信します。メール送

信後、１週間経過しても受付メールまたは不備連絡等がない場合は、横浜市の事業担当課（以下

「事業担当課」という。）に受付状況の確認をしてください。 

 (6) 申請したのに８月下旬までに決定通知が届かなかった場合 

   交付決定兼確定通知は、８月中に発送する予定です。通知が届かない場合は、８月 28 日(木)

までに事業担当課に決定状況の確認をしてください。受付状況等を確認します。 

なお、８月 29 日以降にお問い合わせいただいても受付状況等の確認ができないため、対応で

きませんので、あらかじめご了承ください。 

 

８ その他 

  今回の申請については、横浜市が委託した業者が書類の受付及び不備の連絡を行います。 

  不備の連絡は、「横浜市物価高騰対策支援金窓口」からの連絡となります。 

  委託業務終了後（８月末予定）は、提出先アドレスや郵送先は閉鎖されます。 

 

９ 添付書類 

 (1) 提出書類チェックリスト 

 (2) 横浜市物価高騰対策支援金交付申請書兼実績報告書及び請求書 

 (3) 申請対象確認用フローチャート 

 (4) 令和６年度横浜市障害福祉施設等物価高騰対策支援金（下半期）交付要綱 

 

担当：障害施策推進課相談支援推進係 松本、渡辺 

TEL.045-671-4133 



様式第１号（第５条関係）

令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付申請書兼実績報告書

（申請先）
　横浜市長

（申請者）

法人名

代表者職

代表者氏名

担当者名

電話番号

e-mailアドレス

書類送付先

　令和６年度横浜市障害福祉施設等物価高騰対策支援金（下半期）交付要綱第５条の規定に基づき、下

記のとおり関係書類を添えて横浜市物価高騰対策支援金の交付を申請し、実績を報告します。なお、物

価高騰対策支援金の交付を受けるにあたっては、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11月30

日横浜市規則第139号）及び令和６年度横浜市障害福祉施設等物価高騰対策支援金（下半期）交付要綱

を遵守します。

１ サービス種別（※要綱別表より選択して記入）

　 （サービス名： ）

２ 事 業 所 名

３ 申請及び請求 金額

４ 事 業 所 番 号 （10桁）

　※　障害福祉サービス、地域生活支援事業のみ記入。

５ 事 業 開 始 年 月 日

６ 以下の条件を全て満たすことを誓約します。

　(1) 申請事業所について、事業を開始しています。また、休止・廃止を行っていません。

　(2) 物価高騰分を理由とした利用者負担額の引き上げは、極力少なくするよう努めています。なお、

　　利用者負担の額の引上げをしている場合であっても、物価高騰による影響は解消されていません。

　(3) 申請書の記載事項について虚偽であることが判明した場合や、交付要件に該当しないことが

　　判明した場合には、本物価高騰対策支援金を返還します。

７ 添 付 書 類

　(1) 令和６年度サービス提供分の障害福祉サービス費等支払決定額通知書（写し）等、事業を

　　実施継続していることがわかる書類 ※　障害福祉サービス、地域生活支援事業のみ提出。

　(2) 横浜市物価高騰対策支援金交付請求書（様式第６号）

所在地

令和　　年　　月　　日

〒

〒



様式第６号（第12条関係）

令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付請求書

（申請先）
　横浜市長

（請求者）※原則、様式第1号と同一。異なる場合は、委任状を添付。

法人名

所在地

代表者職・氏名

事業所番号

　令和６年度横浜市障害福祉施設等物価高騰対策支援金（下半期）交付要綱第12条の規定に基づき、下記

のとおり請求します。

　なお、本請求書は、第７条第１項に規定する交付決定があった場合にのみ有効とします。また、本請求

書の請求日については、同条に規定する交付決定日の翌々日にすることとします。

１ 請 求 金 額 円

２ 振 込 口 座

／

 ※ 「口座名義人」が「請求者」以外の場合は、委任状を添付してください。

３ 添 付 書 類

　・ 上記振込先が分かる金融機関の口座の通帳等の写し

（担当者）

氏　名

連絡先

　（留意事項）

本様式は、押印省略可能。

ただし、請求委任や受領委任を行う場合（「請求者」が「債権者」以外。または「口座名義人」

　が「請求者」以外）は、委任状を添付し、押印は、省略できません。

振
込
先

金融機関名及び支店名

（金融機関番号／
　　　　支店コード）

預金種別及び口座番号

口座名義（カナ）

令和　　年　　月　　日

0

0

　 

 



別表（第２条及び第３条関係） 単価
サービス種別 サービス名 定員１人あたり １事業所あたり

入所系サービス 療養介護・施設入所支援・宿泊型自立訓練 22,000
短期入所（空床型除く） 短期入所（医療型）、短期入所（福祉型） 22,000
グループホーム グループホーム 22,000

通所サービス

生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、
就労移行支援、就労継続A・B型、就労定着支援、
精神障害者生活支援センター、
地域活動支援センター精神作業所型、
地域活動支援センター作業所型 80,000

訪問系サービス 居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護 50,000
移動支援 移動支援 50,000
入浴サービス 訪問入浴・施設入浴 50,000

計画相談等、相談系サービス

計画相談支援、自立生活援助、
後見的支援室、基幹相談支援センター、
障害者自立生活アシスタント、
発達障害者支援センター、
障害者就労支援センター 50,000



【申請対象確認用フローチャート】

横浜市で事業者指定
を受けている

横浜市から年間の委
託事業を受けている

横浜市から年間を通
して実施する補助事
業を受けている

横浜市内に事業所が
ありサービス提供を
行っている

光熱費・燃料費の高
騰による影響を受け
ている

光熱費・燃料費の高
騰による影響を受け
ている

対象外 対象外

令和６年６月１日か
ら令和７年３月31日
の間にサービス提供
を行った

申請対象
【提出書類】
申請書、請求書
振込口座通帳(写)

補助金に含まれる光
熱費・燃料費を除い
て支援金の額以上の
負担をしている

申請日時点で事業を
継続している

対象外
光熱費・燃料費及び
食材費の高騰による
影響を受けている

利用者の実費負担分
としてR6.6月～R7.3
月の高騰分を上乗せ
して徴収している

物価高騰分を上乗せ
した結果、物価高騰
の影響は解消した

対象外

※　令和６年度６月～令和７年３月分の補助です。

申請対象
【提出書類】①申請書、②支払決定額通知書（写）
③請求書、④振込口座通帳(写)

申請対象
【提出書類】①申請書、②支払決定額通知書（写）
③請求書、④振込口座通帳(写)

　　「各事業の事業費で令和６年６月から令和７年３月までの光熱費・燃料費及び食材費等を
　負担した額」と「補助額」を比較してください。

いいえ

はい はい はい

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえはい

いいえ

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

はい

いいえ

いいえ

いいえ



令和６年度横浜市障害福祉施設等物価高騰対策支援金（下半期）交付要綱 

 

制定 令和７年３月 28日 健障推第 2877号（副市長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、原油価格・物価高騰の影響を受けている市内の障害福祉施設等が各

種サービスを安定して行うための支援として実施する支援金（以下「物価高騰対策支援

金」という。）の交付に関し、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成 17年 11月 30

日横浜市規則第 139 号。以下「補助金規則」という。）に定めるもののほか、必要な事

項を定める。 

 

（交付対象者） 

第２条 物価高騰対策支援金の交付対象者は、別表に掲げる事業を実施する事業者のうち、

次に掲げる要件を満たすものとする。 

 (1) 横浜市内に所在する障害福祉サービス事業所等を運営しているもの。 

 (2) 令和７年１月１日以前に横浜市の指定等を受けて、申請日時点で現に運営している

もの。 

２ 物価高騰対策支援金の支給を受けた支給対象事業者は、光熱費・燃料費及び食材費の

高騰分を理由とした利用者負担額の引き上げ等の利用者への影響を極力少なくするよう

努めるものとする。 

  ただし、物価高騰の影響を利用者負担により解消されている場合は、交付対象外とす

る。 

 

（物価高騰対策支援金の額） 

第３条 第２条の規定により交付対象者に対して交付する物価高騰対策支援金の額は、 

別表のとおりとする。 

 

（物価高騰対策支援金の対象経費） 

第４条 物価高騰対策支援金の対象経費は、事業所において負担する光熱費・燃料費及び 

食材費ほか、物価高騰の影響を受けた経費とする。 

  なお、物価高騰対策支援金には、消費税及び地方消費税は含まないため、消費税及び 

地方消費税に係る仕入控除税額の報告は要さないものとする。 

 

（交付申請） 

第５条 物価高騰対策支援金の交付を受けようとする事業者は、令和６年度下半期横浜

市物価高騰対策支援金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）に申請書様式で定める必

要書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 

（申請期限） 

第６条 物価高騰対策支援金の交付を受けようとする事業者は、市長が、別途定める期限

までに申請するものとする。 



（交付決定及び額の確定等） 

第７条 市長は、第５条の規定により申請書が提出されたときは、その内容を審査し、物

価高騰対策支援金を交付すべきものと認めたときは、令和６年度下半期横浜市物価高騰

対策支援金交付決定通知書兼交付額確定通知書（様式第２号）により申請者に通知する

ものとする。 

２ 市長は、前項の審査の結果、物価高騰対策支援金を交付すべきでないと認めたときは、

令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金不交付決定通知書（様式第３号）により通

知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 申請者は、前条の交付決定通知書兼交付額確定通知書の交付を受けた場合にお

いて、当該通知書に係る物価高騰対策支援金の交付の決定内容又はこれに付された条

件に不服があるときは、市長が定める期日までに令和６年度下半期横浜市物価高騰対

策支援金交付申請取下げ書（様式第４号）に当該通知書の写しを添えて提出することに

より、申請の取下げをすることができる。 

２ 市長は、前項の規定による申請の取下げを認めたときは、令和６年度下半期横浜市物

価高騰対策支援金交付決定取消通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

 

（交付決定の取消し及び物価高騰対策支援金の返還） 

第９条 市長は、偽りその他不正な行為により物価高騰対策支援金の交付を受けた者に対

して当該交付決定の全部または一部を取り消し、交付した物価高騰対策支援金の返還を

命じるものとする。 

２ 市長は、前項の規定により取消しを行ったときは、令和６年度下半期横浜市物価高騰

対策支援金交付決定取消通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

 

（物価高騰対策支援金の目的に沿った事業遂行） 

第 10 条 物価高騰対策支援金の交付を受けた者は、物価高騰対策支援金の交付決定の内

容及びこれに付された条件その他市長の指示に従い、善良な管理者の注意をもってこ

の事業を行わなければならない。 

２ 物価高騰対策支援金の交付を受けた者は、物価高騰対策支援金を第４条に規定する

経費以外の用途に使用してはならない。 

 

（実績報告） 

第 11 条 補助金規則第 14 条第１項に規定する実績報告は、第５条に定める交付申請書

兼実績報告書により行うものとする。 

 

（交付の請求） 

第 12 条 申請者は、令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付請求書（様式第６

号）を作成し、第５条で規定する交付申請書兼実績報告書とともに市長に提出するもの

とする。 

 



（関係書類の保存） 

第 13条 物価高騰対策支援金の交付を受けた申請者は、物価高騰対策支援金に係る関係書

類について、交付を受けた翌年度から起算して５年間保管しておかなければならない。 

 

（調査又は報告） 

第 14 条 市長は、物価高騰対策支援金に係る予算の執行の適正を期するために必要があ

るときは、交付事業者に対して、物価高騰対策支援金の遂行に関する状況を調査し、又

は報告を徴することができる。 

 

（委任） 

第 15条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、健康福祉局

長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年３月 28日から施行し、令和６年６月１日より適用する。 

 



別表（第２条及び第３条関係） 

 各サービスの補助単価 

（単位：円） 

サービス対象種別 定員１人あたり １事業所あたり 

入所系サービス（療養介護・施設入所支援・宿泊型自立訓練） 22,000  

短期入所（医療型、福祉型） 22,000  

グループホーム 22,000  

通所系サービス（生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、

就労移行支援、就労継続支援 A・B型、就労定着支援、精神障害

者生活支援センター、地域活動支援センター精神作業所型、地域

活動支援センター作業所型） 

 80,000 

訪問系サービス(居宅介護･重度訪問介護･行動援護･同行援護)、 

移動支援、入浴サービス  50,000 

計画相談支援、自立生活援助、後見的支援室、基幹相談支援セン

ター、障害者自立生活アシスタント、発達障害者支援センター、

障害者就労支援センター 
 50,000 

※ 短期入所は、空床型は対象外とする。 

  



様式第１号（第５条） 

年  月  日 

 

令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付申請書兼実績報告書 

（申請先） 

横浜市長 

（申請者） 

法人名 

所在地 

代表者職・氏名 

 担当者名 

 電話番号 

 e-mailアドレス 

 

令和６年度横浜市障害福祉施設等物価高騰対策支援金（下半期）交付要綱第５条の規定に基づき、下

記のとおり関係書類を添えて横浜市物価高騰対策支援金の交付を申請し、実績を報告します。なお、物

価高騰対策支援金の交付を受けるにあたっては、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成 17 年 11 

月 30 日横浜市規則第 139 号）及び令和６年度横浜市障害福祉施設等物価高騰対策支援金（下半期）

交付要綱を遵守します。 
 

 １ サービス種別（※要綱別表より選択して記入）                        

  （ サービス名：                    ） 

２ 事業所名                       

３ 申請金額                 円   定員     

４ 事業所番号                ※障害福祉サービス、地域生活支援事業のみ記入。 

５ 事業開始年月日     年  月  日 

 ※ グループホームの場合は、別紙【内訳表】にグループホームの名称等を記載してください。 

６ 以下の条件を全て満たすことを誓約します。 

 (1) 申請事業所について、事業を開始しています。また、休止・廃止を行っていません。 

 (2) 物価高騰分を理由とした利用者負担額の引き上げは、極力少なくするよう努めています。なお、

利用者負担の額の引上げをしている場合であっても、物価高騰による影響は解消されていませ

ん。 

 (3) 申請書の記載事項について虚偽であることが判明した場合や、交付要件に該当しないことが判

明した場合には、本物価高騰対策支援金を返還します。 

 ７ 添付書類 

  (1) 令和６年度サービス提供分の障害福祉サービス費等支払決定額通知書（写し）等、事業を実施 

   継続していることがわかる書類     ※障害福祉サービス、地域生活支援事業のみ提出。 

  (2) 令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付請求書（様式第６号） 

※この様式は適宜修正して使用できるものとする。 



様式第１号別紙（第５条）【内訳表】※グループホームに限る 

 

事業所名 ： 

事業所番号： 

 

グループホーム名 開始年月日 定員 申請及び請求額（円） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合  計   

 

※ 別紙の合計額と「様式第１号」の「３ 申請金額」が合致していることを確認してください。 

※ 内訳表はグループホーム数に応じて、適宜、追加・削除してください。 

 

  



様式第２号（第７条第１項） 

 第  号 

年  月  日 

 

令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付決定通知書兼交付額確定通知書 

 

 

             様 

  

横浜市長           印  

 

 

申請のありました、物価高騰対策支援金については、次のとおり交付することを決定したので通知し

ます。 

 

  

１ サービス種別                         

  

２ 対象事業所名                         

 

３ 交付金額                 円 

 

 ４ 事業所番号                   

 

 ５ 交付条件 

   次のいずれかに該当した場合は、物価高騰対策支援金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既

に物価高騰対策支援金が交付されているときは、その全部又は一部の返還を求めることがあります。 

  (1) 偽りその他不正の手段により物価高騰対策支援金の交付を受けたとき。 

  (2) 申請条件としている誓約条項に反したとき。 

  (3) 物価高騰対策支援金を第４条に規定する経費以外の用途に使用したとき。 

  (4) その他法令、条例、規則又はこの要綱に基づき市長が行った指示に違反したとき。 

 

 

 

担当：               

 

 

 

※この様式は適宜修正して使用できるものとする。  



様式第３号（第７条第２項） 

 第  号 

年  月  日 

 

令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金不交付決定通知書 

 

 

             様 

  

横浜市長           印  

 

 

申請のありました、物価高騰対策支援金については、不交付とすることを決定したので通知します。 

 

  

 １ サービス種別 

 

 

 ２ 申請した事業所名 

 

 

３ 不交付の理由   

 

 

 ４ 事業所番号 

 

 

 

 

 

 

担当：               

 

 

 

 

※この様式は適宜修正して使用できるものとする。 

  



様式第４号（第８条第１項） 

 

年  月  日 

令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付申請取下げ書 

（提出先） 

横浜市長 

（申請者） 

法人名 

所在地 

代表者職・氏名 

 事業所番号           

 

     年  月  日  健  第    号で交付決定を受けた物価高騰対策支援金の申請を取り

下げます。 

 

 

１ 交付決定の内容 

 (1) 交付決定額 

 

 (2) サービス種別 

 

 (3) 対象事業所名 

 

 (4) 事業所番号 

 

 

２ 取り下げる理由   

   

 

 

 

３ 添付書類 

  令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付決定通知書兼交付額確定通知書の写し 

 

 

担当者：               

連絡先：               

 

 

  



様式第５号（第８条第２項、第９条第２項） 

 第  号 

年  月  日 

 

令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付決定取消通知書 

 

 

             様 

  

横浜市長           印  

 

 

年  月  日  健  第    号で交付決定しました物価高騰対策支援金につきまして、交

付決定を取り消しましたので通知します。 

 

  

 １ サービス種別 

 

 

 ２ 該当事業所名 

 

 

３ 交付決定取消理由   

   

 

 ４ 事業所番号 

 

 

 

 

 

 

担当：               

 

 

 

 

※この様式は適宜修正して使用できるものとする。 

  



様式第６号（第12条） 

 

年  月  日 

令和６年度下半期横浜市物価高騰対策支援金交付請求書 

（請求先） 

横浜市長 

（請求者）※原則、様式第1号と同一。異なる場合は、委任状を添付。 

法人名 

所在地 

代表者職・氏名 

 事業所番号           

  

令和６年度横浜市障害福祉施設等物価高騰対策支援金（下半期）交付要綱第12条の規定に基づき、下

記のとおり請求します。 

なお、本請求書は、第７条第１項に規定する交付決定があった場合にのみ有効とします。また、本請

求書の請求日については、同条に規定する交付決定日の翌々日にすることとします。 

 

１ 請求金額                 円 

   （サービス名：                     ） 

   （事業所名：                      ） 

２ 振込口座 

振

込

先 

金融機関名及び支店名           銀行・信用金庫      支店・営業部 

(金融機関番号／ 

支店コード) 
             ／ 

預金種別及び口座番号 普通 ・ 当座   № 

口座名義（カナ）  

※「口座名義人」が「請求者」以外の場合は、委任状を添付してください 

 

３ 添付書類 

  ・ 上記振込先がわかる金融機関の口座の通帳等の写し 

（担当者）              

氏名                

連絡先               

 （留意事項） 

  本様式は、押印省略可能。 

  ただし、請求委任や受領委任を行う場合（「請求者」が「債権者」以外。または「口座名義人」が 

「請求者」以外）は、委任状を添付し、押印は、省略できません。 

※この様式は適宜修正して使用できるものとする。 



（参考様式） 

 

年  月  日 

 

委 任 状 
 

横浜市長 

 

                 （委任者） 

                   所在地：                  

 

                   法人名：                  

 

                   代表者職名：                

 

                   代表者氏名：              印 

 

                 （受任者） 

                   所在地：                  

 

                   法人名：                  

 

                   施設名等：                 

 

                   職名・氏名：                

 

 

 

  私（委任者）は、上記の受任者を代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

 

  □ 横浜市から交付される物価高騰対策支援金の請求に関する権限 

 

  □ 横浜市から交付される物価高騰対策支援金の受領に関する権限 
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